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「岡山県 船舶製造・修理業、舶用機関製造業」最低賃金についての意見要旨 

 

労働者団体から「岡山県船舶製造・修理業、舶用機関製造業」最低賃金改正の申出がなされておりますので、 

これに対する貴団体（事業所）の意見および当該産業の実態等をお聞かせください。 

 

1. 貴団体あるいは事業所の名称等 

〇名称                   〇意見書作成者 役職 氏名 

 株式会社新来島サノヤス造船         役職 総務部長 

                       氏名 松 村  信 

2. 本年の春闘結果及び賃金の動向 

2025 年度春闘では大手総合重工の賃金改善については昨年度要求額 18,000 円に対し 15,000 円を要求、おおむね満額回答であった。 

中手造船専業各社においても、大手同様 15,000 円の要求に対して各社業績による判断となったが、満額もしくは 10,000 円と高い水準の

回答にて妥結を迎える形となった。年間一時金については業績連動対応が複数社ある中、各社要求に近い水準での回答にて妥結を迎える

形となった。また、産別最低賃金については各社見直しに向けての回答もしくは協議が進む形となり、前向きに進展した結果となった。

いずれも昨年度に引き続き急激な物価高の影響による実質賃金の低下に対する改善策という位置づけでの賃金改定が行われた形となっ

た。 

 

3. 上記産業別最低賃金が適用される業種の経済情勢及び今後の見通し 

2024 年度を振り返ると国内ではコロナ禍から脱却し、社会経済活動の平常化に加え、国内投資が活発化し実質賃金がプラスに転じた年

となった。一方、少子高齢化の進展による慢性的な人手不足など労働集約型産業である造船業界にとっては依然として厳しい雇用状況であ

るというのが業界の共通認識となっている。 

また、海外に目を向けてみると社会情勢は引き続き不安定であり、ロシアによるウクライナ侵攻などによる世界物流混乱による影響の

ほか、国際的貿易戦争の激化懸念の高まりにより、為替のリスク・資機材価格の上昇傾向の継続など外部環境の不安要素はかつてないほ

ど増大しているという認識である。 

2024 年度から 2025 年 8月までの具体的な状況は下記の通り。 

 

■プラス要因 

① 手持工事量の確保 

2024 年、造船業界では過去大量に竣工した船舶の代替えや環境対応船の建造により、新造船需要の拡大が見込まれた為、国内主要

造船所では 2028 年前半まで約 3年分の船台をほぼ埋めたとされており、2025 年度は 2028 年後半～2029 年納期の受注活動を進め

ている。豊富な手持ち工事量により、新規成約が少なくとも事業継続への影響は限定的となるため、採算の良い案件に絞った受注

活動を行っていると状況とされている。 

② 船価の改善 

主力船型ではハンディサイズバルク（64BC）が 3,400 万ドル～3,500 万ドル、パナマックスバルカー（82BC）が 3,700 万ドル～

3,800 万ドルと 2023 年１月度と比較して 350～500 万ドルほど高い船価となり、高い水準を持続している。 

 

   ■マイナス要因 

① 鋼材および資機材の高騰 

日本国内における鋼材価格であるが 2020 年 1月の指数を 100とした場合、22年 1月＝160、22年 6月＝170 超となり現在も高い

水準のままで推移している。また鋼材価格の高騰につられる形でその他資機材価格も 5％～10％程度の高騰傾向が継続している。 

2025 年 1 月以降鋼材価格は下落傾向にあるがその割合はごくわずかで推移している。 

② 為替のリスク 

円ドル相場であるが、2024 年は 1月平均 147.5/円から始まり、6月には 161 円まで円安が進んだがその後急激に円高に振れたこと

により年平均としては 152.1 円/＄であった。2025 年においては円高傾向に進む形となり 147 円平均で推移している。社会情勢が

不安定な中、引き続き為替のリスクは高く不安定感は否めない。長期間におよぶ円安傾向においても輸入原材料の価格高騰による

資機材価格に悪影響が出る事となっているが、一転急激な円高となればドル契約船を売船した際の円転額の目減りとなってしまう

リスクを含んでいる。 

③ 世界情勢による船価低下のリスク 

米国の中国建造船に対する入港税をはじめとした政策を受けて、中国造船所への発注に慎重な姿勢が見受けられる事となったが、

中国造船所からは日本の主要造船所の契約価格と比較して約２割以上の安値オファーがあるという情報があり、全般的に船価が下

落していくのではないかといった見方も生じている。 

 



 

④ 生産年齢人口の推移 

地方に立地する造船業では少子・高齢化の急速な進展や若年世代の都市部流出が問題となっており、若年労働者・IT 人材等の不足

が深刻となっている。日本人だけでなく日本の造船業では現場の約 1割を占めるといわれる外国人材の確保も船舶の建造に不可欠

とされている。尚、日本の生産年齢人口の推移だが、２０２０年度の指数を１００とした場合、２０３５年では東京都は１００．８

であることに対し、四国・九州など地方では７０後半～８５程度となっており、岡山県内においても生産年齢人口の低下による労

働力不足のリスクがあるものと考えている。労働力人口の低下の中、優秀な人材の確保は各業界ともに直面した課題であるが、造船

業は製造業の中でも「労働集約型」産業であり、操業量に見合った労働力の確保・維持が今後の大きな課題と考えているものの、 

造船業では単純作業ではなく、安全教育から始まり多種多様な技能の習得まで数年の期間を要する事より、働き手の長く安定した

定着が必要である。 

 

4. 上記産業別最低賃金改定の必要性について 改正決定に関する意見 

人材の確保、安定した人材定着の観点または全国的な物価インフレへの対応として岡山における当業種の最低賃金改定は必要であると考

える。 

しかしながら、昨今の政府主導による改訂の目安額はかつてないほど目線の高い金額であり、多くの中小協力会社・舶用メーカー・部品

メーカーにより支えられている造船業にとって人件費に対する影響が非常に大きい。 

船価は改善がみられるものの鋼材・資機材の高騰や為替リスクにより今後ともに十分な利益確保を持続する事が難しいとされていることよ

り、近隣各県および同業種とのバランスを考慮し慎重に議論を行っていきたいと考える。 

 


